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要約

東日本大震災や近年の大規模水害を受け、グレーインフラや点的発想による防災の限界が明らかになった。この状況を

受け、流域治水をはじめとして国レベルでグリーンインフラの整備が推進されている。しかしながら、現時点での整備

数は多くなく、その要因として多種多様なグリーンインフラを誰がどのように整備するかが不明確であることが考えら

れる。そこで本研究では、グリーンインフラの一つであり、整備が比較的容易と思われる雨庭に注目し、今後の拡大を

見据えた整備のあり方を明確にすることを目的とし、流域単位で雨庭整備に取り組んでいる熊本県を調査対象とした。

その結果、令和 2 年 7 月豪雨を契機とする「緑の流域治水」の考え方と雨庭が合致しており、産学官連携で整備が進め

られていることが明らかになった。加えて、雨庭には可変性があり、形態は治水以外の導入目的により決定されること、

事例によって主体の参画段階などに差があることが明らかになった。導入から維持管理までに着目すると、まず導入目

的を明確化しその解決策としての雨庭を上位計画に位置付けることや、キーパーソンによる主導、企業と関係を密にす

る主体の参画が求められる。次に、整備段階では補助金制度の創設や住民参加による低コスト化が、維持管理段階では

既存システムの活用が求められる。これらはどの自治体でも実現できるような汎用性の高い取り組みであることから、

本研究の分析により、雨庭整備に有効な手法の一端を把握できたと考えられる。
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1.  はじめに

1.1  研究の背景

　気象庁の短時間強雨発生回数の増加報告や、都市的土

地利用割合の増加傾向から、水災害が近年頻発化・激甚

化している要因が読み取れる（気象庁， 2023；国土交通省， 
2022a）。実際に平成 30 年 7 月豪雨や令和 2 年 7 月豪雨な

どにより、広域に渡る水災害が全国各地で発生している。

　この状況を受け、令和 3 年 5 月の「特定都市河川浸水

被害対策法等の一部を改正する法律」の公布により流域

治水の計画・体制の強化が行われた（令和 3 年 11 月 1 日

国土交通省告示第 1392 号）。雨水流出抑制に関しては雨

水貯留浸透施設の整備に係る計画認定制度の創設や貯留

機能保全区域の指定、都市緑地の貯留浸透機能を有する

グリーンインフラとしての活用など、具体的な施策も各

地で取り組まれている（国土交通省， 2022b）。加えて附帯

決議にて「災害リスクの低減に寄与する生態系の機能を

積極的に保全又は再生することにより、生態系ネットワー

クの形成に貢献する」と言及されており、国土交通省の

流域治水プロジェクトに関する HP でもグリーンインフ

ラの取り組みの推進が明記されている（衆議院， 2021；国

土交通省， 2021a）。もっとも、これらは生物の多様な生息

環境の保全・創出や景観形成等を重視しており、グリー

ンインフラの防災・減災機能への関心は必ずしも高くな

い。例えば、国土交通省の流域治水プロジェクトではグ

リーンインフラは全計画で言及されているものの、防災

を目的とした具体的なグリーンインフラの手法は現状で

は政令市を含む都道府県を流れる 49 河川のうち名取川の

みが記載している（国土交通省， 2021b） 。この理由として、

グリーンインフラの形態が多様であることや、水害危険

性の高い地域にも多く広がる既成市街地では大規模な土

地利用転換が困難であることが考えられる。

　しかし、東日本大震災に代表される巨大災害は、単一

または少数の機能に特化した人工構造物であるグレーイ

ンフラ（グリーンインフラ研究会他， 2020: 20）や点的発

想の防災の限界を示した。環境省からも令和 5 年 3 月に

「Eco-DRR 持続可能な地域づくりのための生態系を活用

した防災・減災の手引き」が示されるなど、生態系サー

ビスの活用や人口減少に対応する土地利用計画の見直し

の必要性も踏まえ、グリーンインフラの防災・減災活用

への社会的注目は加速度的に大きくなっている（環境省， 
2023）。加えて、水害対応への考え方自体も流域の既存施
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設の雨水貯留浸透施設としての活用や、災害リスクの低

いエリアへの居住誘導など、流域のあらゆる関係者との

協働による流域全体での総合的かつ多層的な施策を行う

「流域治水」へ日本全体で転換し始めている。

　この際に雨庭が「流域治水」の文脈でも適していると

考えられる。雨庭の定義は、自治体で多数の整備数や体

系的仕組みを有し地区レベルでの雨庭整備の先進自治体

である京都市 HP「雨庭について」によると、「地上に降っ

た雨水を下水道に直接放流することなく一時的に貯留し、

ゆっくりと地中に浸透させる構造を持った植栽空間（京

都市， 2022）」であり、レインガーデンとも呼ばれる。熊

本県では排水路に流すと定義で触れられており、分流式

下水道の場合は雨水管に流すと考えられる。雨庭は大規

模土地利用転換や巨額の整備費用を必要としないことか

ら、流域の既成市街地での導入実現性が高いグリーンイ

ンフラであり、前述の環境省の手引きや国土交通省の「グ

リーンインフラ推進戦略 2023」においても活用可能性が

期待されている。

　雨庭は令和 6 年 3 月時点の著者らによる Web 調査の限

りでは広域での計画的整備は現状では少なく、多くがス

ポット的整備に留まっている。具体的には、民間主導型

や個人宅への整備も含めて、全国 14 府県 75 箇所（1）にて

雨庭整備が行われ、現在は雨庭整備の萌芽期であると位

置づけられる。そのため、今後の雨庭の計画的・連続的

な整備を展望すると、導入、整備、維持管理の各段階に

分け、どのような考えで誰がどこにどのように整備すれ

ばよいのかを明確にすることが求められる。この際に、

特に導入目的と主体間連携への注目が鍵であるといえる。

なぜなら、導入目的は整備場所や雨庭の形態の決定に深

く関係すると考えられるからである。また、後述する石

渡（2021）や森本（2022）の既往研究でも主体間連携の

必要性が指摘されており、計画的整備には行政が、実際

の整備には民間の協力やノウハウが、維持管理にはボラ

ンティア等の地域の協力が必要なことから、主体間連携

も雨庭整備では重要な要素だといえる。

1.2  既往研究のレビュー

　既往研究を①グリーンインフラの導入・整備の課題、

②流域治水でのグリーンインフラ整備の留意点、③雨庭

整備による効果や留意点、④海外におけるグリーンイン

フラ、雨庭整備の留意点に分類し、整理した。

　①では、水害対策を目的とした導入の観点からは、渡辺・

石田（2020）が徳島県を対象にグリーンインフラとして

重要な役割を担う農地の変化傾向を捉え、それに起因す

る洪水リスクを評価し、洪水リスクを踏まえた土地利用

計画の策定とその実現に向けた制度設計の必要性に言及

している。また、整備体制の点では気候変動適応の観点

で論じた石渡（2021）が、複数の機関・地域社会・専門

家といった多様な関係者の協働や、柔軟な他部局間のチー

ム編成が必要だと述べている。加えて、流域治水のグリー

ンインフラの取り組みとして都市公園と河川の連携の在

り方を検討した木下・竹内（2022）は、グリーンインフ

ラは縦割り行政による制約を露わにすると同時に、それ

を突破していく契機になりうると述べている。他にも、

千葉県のグリーンインフラ整備を取り上げた木下（2021）
は、グリーンインフラの今日的な意義は「自然を賢く使

う」「分野横断的」であると述べている。他にも、枯山水

庭園が持つレインガーデンと同様の効果から伝統的造園

技術を再評価することの必要性に触れ、加えてレインガー

デンにおけるガーデニングによる機能維持の重要性から、

グリーンインフラは最終的には文化によって支えられる

のが望ましいとしている。①で参照した既往研究では、

主体間連携として関係者の協働や地域における維持管理

の必要性が言及されているものの、具体的手法は述べら

れていない。

　②では、環境情報の役割から流域へのグリーンインフ

ラ実装を論じた横田・荒金（2022）が個別地域での課題

解決を流域全体に展開するボトムアップアプローチの統

合や横断的な環境情報の整備の必要性を主張している。

田浦（2022）は、グリーンインフラによる都市の内水氾

濫抑制は、今後の気候変動による降雨増加を考えると都

市のあらゆる場所に緑地等を増やしゆっくりと水を流し

適切な水循環に戻す取り組みが必要であると、守田（2022）
は都市計画にて貯留浸透機能を持つ緑地を適切に配置し

た流域総体の流出抑制効果の向上が流域治水として求め

られると述べている。②で参照した既往研究では、治水

の導入目的の観点から計画的整備の必要性が、主体間連

携ではボトムアップアプローチの統合が述べられている

が、具体的にどのように進めるべきかは議論されていな

い。

　③では、雨庭整備のメリットに関し、雨庭の社会実装

化への政策課題を議論した石松（2020）が、雨庭は従来

の下水管渠よりも整備費用を抑えられ、ランニングコス

トの低さや自然環境修復等の多機能性を有していると述

べている。流出抑制効果では、京都先端科学大学の太秦

キャンパスの中庭を対象とした平野他（2019）などによ

り、台風時や豪雨時に大きな流出抑制効果を持つことが

明らかにされている。実際に本研究で取り上げる熊本県

の雨庭に関しても、熊本県立大学に整備されている雨庭

が高い流出抑制効果と地下水涵養効果を有していること

が報告されている。2022 年 3 月 25 日から 12 月 27 日にか

けての観測では、695,880 m3 の総流入量に対して流出量は

13,883 m3 であり、98 % が地下浸透している。加えて、観

測期間内の最大時間雨量 45 mm において、ピーク流出量

の削減割合は 40 % とも報告されている（島谷， 2023a）。
また、整備に関しては景観生態学的観点から NbS として

の雨庭コンセプトと事例の潮流を整理した森本（2022）が、

地域を基盤に行政の部局間連携をはかることや、土地利

用の自然環境負荷と削減努力に対応した応分の課金と助

成制度の導入が鍵だとまとめている。さらに雨庭整備に

必要な「導入」「整備」「維持管理」に注目し京都市を事

例に調査した前田他（2023）は、同市での成果は、周辺

の道路冠水の改善や、都市格の向上となる修景への寄与

とし、課題は効果が不透明かつ上位計画での担保が不十
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分であることが計画的整備への弊害につながっているこ

と、維持管理側と行政や業者間の情報共有が不足してい

ることをあげている。③で参照した既往研究では、治水

を導入目的とした場合、降雨に対し十分な治水効果を持

つことが明らかにされたほか、主体間連携について部局

間連携の必要性や京都市の具体的事例が明らかにされた。

しかし流域治水の枠組みにおける具体的手法については

触れられていない。

　④では、雨水管理の手法としてのグリーンインフラの

日本における推進のため、ポートランド市の事例研究を

通して日本における適用策整備の知見を得、課題を考察

することを目的とした福岡・加藤（2015）が、他部局間

連携のチーム編成を行う手法は、機能分化の進んだ日本

の組織においても解決策の一つとして有効だろうと述べ

ている。また、Chaffin et al.（2016）は、オハイオ州クリー

ブランドで整備されている 2 つの雨庭に注目して、グリー

ンインフラの実験を政策として実施するための枠組みと

して順応的管理を適用する際の社会的・政治的障壁を分

析し、雨水管理を改善するためのグリーンインフラの導

入を促進するための一連の教訓と順応的管理の見通しに

ついての考察を述べた。結論では、グリーンインフラ整

備における順応的管理には利害関係者を包括したグルー

プで目標と目的を前もって交渉する必要があり、かつそ

の枠組を通じてグリーンインフラを推進するには設備投

資資金調達モデルが必要になると述べ、持続的な維持管

理に関しては、専用の職業訓練プログラムに持続的に資

金を提供する方法を提案している。加えて、12,000 Rain 
Gardens として、ワシントン州立大学とスチュワードシッ

プ・パートナーズ等の機関がパートナーシップを組み、

シアトル / ピュージェット湾地域に 12,000 箇所の雨庭を

設置する取り組みを進めるなど、積極的な整備が進めら

れている（Pugetsound Partnership， 2019）。
　以上の既往研究のレビューより、グリーンインフラや

雨庭整備への学術研究は行われているものの、本稿の問

題関心のように流域治水の文脈や雨庭整備における導入

目的や官民連携の体制の在り方といった主体間連携など

の具体的な整備推進に関わる事項に関してはほとんど議

論されていないことが明らかになった。

1.3  研究の目的

　以上の背景と既往研究レビューを踏まえ、本研究では、

全国的にみても流域単位で先進的に雨庭整備に取り組む

熊本県を事例とする。そして、同県の雨庭整備に関する

導入目的と主体間連携に着目し、具体的には以下の 2 点

を明らかにする。同県が参画するプロジェクトでは、「緑

の流域治水」として 2030 年までに 2030 箇所の雨庭設置

を目標としており、その考え方や動向は注目に値すると

いえる。

• 熊本県の雨庭整備の背景や実現プロセスを調査し、ど

のような導入目的のもと行われてきたのかを明らかに

する。

• 雨庭整備を行う上で「導入」「整備」「維持管理」の段

階別に、どのような主体間連携がみられたかを明らか

にする。

　これにより、今後自治体が地域の事情に応じた雨庭整

備を推進するために活かせる知見を得る。

1.4  研究の構成と手法

　第 2 章では、熊本県の雨庭整備の基盤となる「緑の流

域治水」の背景や枠組みを明らかにする。具体的には、

「緑の流域治水」に至る経緯や、その後の関係計画の策定、

雨庭整備の政策的位置づけを行政文書等から整理し、政

策レベルの雨庭整備の導入目的と主体間連携を示す。

　第 3 章では、熊本県内の雨庭整備事例に注目し、関係

主体へのヒアリング調査から、雨庭の「導入」「整備」「維

持管理」の各段階での主体間連携の状況と成果・課題等

を明らかにする。また、整備済み雨庭の特徴を明らかに

するため、GIS を用いて水害危険性との関係性から立地

分析も行った。ヒアリング調査は、2023 年 10 月から同年

12 月に、雨庭整備の中心的役割を担う熊本県立大学の島

谷幸宏氏や熊本県企画振興部球磨川流域復興局、（株）肥

後銀行本店・免田支店、雨庭の整備主体として関わる熊

本県立大学、熊本県立南稜高等学校に対して行った。加

えて同時期に整備されている雨庭を訪れ、現地の状況の

確認を行った。

　以上の結果をふまえ第 4 章では、まず各章で明らかに

なったことをまとめ、次に熊本県の「緑の流域治水」に

おける雨庭整備の特徴や意義を、導入目的と主体間連携

の観点からまとめる。その上で、前田他（2023）も参考

にしながら、事例調査を基に今後新たに他の自治体が雨

庭整備を円滑に行うために留意すべき内容を示す。

2.  熊本県の「緑の流域治水」の背景と雨庭整備

2.1  令和 2 年 7 月豪雨の被害状況と「緑の流域治水」が

求められた背景

　熊本県では令和 2 年 11 月に蒲島知事が「緑の流域治水」

という球磨川流域の新たな治水の方向性を示した。直接

的背景は、令和 2 年 7 月豪雨災害であった。具体的には、

7 月 3 日に県全域に大雨注意報が発令され、6 地点の水位

観測所で氾濫危険水位を超過し、本川 34 箇所で河川から

の氾濫による溢水が発生した。7 月 3 日から 31 日の断続

的な豪雨により、本川中流から上流と最大支川である川

辺川の各雨量観測所の降雨量が観測史上最大を記録した。

特に 3 日から 4 日の 2 日間では時間雨量 30 mm を超える

雨が降り続き、人吉観測所では 7 月の平均雨量の約 1 ヶ

月分が集中して観測された。県内の犠牲者は災害関連死 2
名を含む 67 名に上り、主に中流部で浸水・家屋倒壊が発

生し約 1,020 ha、約 6,110 戸の浸水が生じた（国土交通省， 
2021c）。島谷（2023b）は、盆地下流部から渓谷部で大

氾濫が発生したが人吉市街地より上流の中小河川の氾濫

が軽微であった理由は合流が同時に起こったことである

と指摘している。加えて、この現象が流域全体に線状降
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水帯が停滞し支流全てに同時に起こって初めて明らかに

なったものであるとしている。すなわち、従来の治水政

策では不十分であったことが読み取れ、気候変動に対応

し、流域全体での水害対策が必要となったと推察できる。

　実際に、水害直後の議論では流域治水が求められ、例

えば「令和 2 年 7 月球磨川豪雨検証委員会」では全国で

流域治水が試みられていることを受け球磨川流域で同様

の取り組みが提言された（国土交通省， 2020）。さらに、「住

民の皆様の御意見・御提案をお聴きする会（以下、意見

を聴く会）」にて球磨川の清流保全が、「くまもと復旧有

識者会議」ではグリーンニューディールや球磨川の恵み

の活用、官民連携などが求められ、最終的には令和 2 年

11 月 9 日の「緑の流域治水」に至った（熊本県， 2023a）。
ここから、熊本県の当初の導入目的は治水と環境保全で

あり、主体間連携は流域治水として流域のあらゆる関係

者の協働が求められたといえる。

　いずれにしても、熊本県立大学を代表機関とする地域

共創拠点「流域治水を核とした復興を起点とする持続社

会」によると「緑の流域治水」とは、流域治水の「流域

全体を対象に、流出の抑制、氾濫流のコントロール、土

地利用規制など、建造物だけのハード面だけでなく、ソ

フト面での対策も充実させる」という考え方に加え、環

境的な視点を組み込んだもので、持続的な地域づくりや

環境保全にもつながる治水対策であると説明されている

（熊本県立大学緑の流域治水研究室， 2022）（図 1）。特に、

これまでに参照した議論から、流域治水、清流を含む環

境の保全、グリーンニューディールがキーワードである

と言える。知事は「命と清流をともに守る」取り組みで

あると述べており、被害状況や識者の意見から 2008 年に

白紙撤回した川辺川ダム計画を廃止し流水型ダムにする

など、治水効果と環境保全を両立する取り組みを進めて

いる（熊本県， 2021a）。ダムなどのグレーインフラは建設

時の想定降雨に対し確実性の高い治水効果を発揮する一

方で気候変動への対応性は低いため、流域の安全性向上

のためにダムは建設するが、対応できない部分には避難

体制の強化などのソフト対策や雨庭整備等で補完するも

のと考えられる。

2.2  「緑の流域治水」表明後の具体的取り組みの決定

　熊本県の県政運営の基本方針である「新しいくまもと

創造に向けた基本方針」では、「緑の流域治水」の推進が

具体的施策として示されており、球磨川流域の治水対策

では「緑の流域治水」が基本理念にあると考えられる（熊

本県， 2021b）。実際に、令和 2 年 11 月 24 日に開催され、

令和 2 年 7 月豪雨復旧・復興本部会議で策定された「令

和 2 年 7 月豪雨からの復旧・復興プラン」は「緑の流域

治水」が前提とされており、同プランの基本理念は提言

にあるグリーンニューディールを反映した「生命・財産

を守り安全・安心を確保する、球磨川流域の豊かな恵み

を享受する」となっている（熊本県， 2020a）。もっとも、

「緑の流域治水」はあくまで理念であり、その具体的な実

施計画は令和 3 年 1 月 29 日に発表された「球磨川緊急治

水対策プロジェクト」、令和 3 年 3 月 30 日に発表された「球

磨川水系流域治水プロジェクト」といえた（図 2）。取り

組みは I. 氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策、II. 
被害対象を減少させるための対策、III. 被害の軽減、早期

復旧・復興のための対策の三本柱であり、I. で集水域で

の対策として雨水貯留や流水型ダムに言及するなど、こ

れまでの議論が盛り込まれている（国土交通省， 2021d）。
他にも、同年 12 月に改訂された「球磨川水系河川整備基

本方針」でも「緑の流域治水」及び「球磨川水系流域治

水プロジェクト」の説明や清流保全、流域治水の観点の

基本方針への追記がされており、関係主体が連携し計画

的に取り組む姿勢がとられたことが分かる（国土交通省，

2021e）。

2.3  「緑の流域治水」における雨庭整備の位置づけ

　「緑の流域治水」の具体的な実施計画である「球磨川水

系流域治水プロジェクト」では、「雨庭」という言葉は出

てこない。もっとも、熊本県によれば主な取り組み④の

雨水貯留浸透施設に該当するため整備を進めている（図

3）。
　「球磨川水系流域治水プロジェクト」では詳細なロード

マップの策定もあり、熊本県によれば、このロードマッ

プに位置付けられていることも県が雨庭整備を推進する

根拠になるという認識である。なお、「雨水貯留浸透施設」

は「令和 2 年 7 月豪雨からの復旧・復興プラン」でも「緑
図 1：従来の治水と「緑の流域治水」の考え方

出典：熊本県立大学緑の流域治水研究室（2022）を元に筆者作成。
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の流域治水」の枠組みで言及されている。整備費用では、

熊本県の令和 5 年度当初予算では令和 2 年 7 月豪雨から

の創造的復興の枠組みで「緑の流域治水を推進する「雨

庭」の整備」の予算が割り当てられている。かつ雨水貯

留浸透施設として雨庭が紹介され、雨庭は直接的でない

にしても行政の計画に位置付けられているといえる。こ

の際の雨庭の紹介文では「雨水の流出抑制、地下水涵養、

生物多様性保全等の効果（熊本県， 2023c）」とされており、

「緑の流域治水」表明時の治水と環境保全に加え、地下水

涵養も導入目的であると読み取れる。これは、熊本県で

は生活用水を地下水で賄っていることが背景にあると考

えられる。また、主体間連携に関しては「熊本県立大学・

肥後銀行・県とが連携した「流域治水を核とした復興を

起点とする持続社会」地域共創拠点と連動して、「緑の流

域治水」を推進」とあることから、「緑の流域治水」やそ

の取り組みである雨庭整備は産学官連携で進めると構想

されていることが分かる。

2.4  「緑の流域治水」と雨庭整備

　以上より、「緑の流域治水」の考え方自体は水害後 4 ヶ

月という早期に熊本県知事から表明され、その後図 2 の

流れで体制の整備が進められた。導入目的としては「緑

の流域治水」が主軸にあり、進める中で雨水浸透という

雨庭の機能に着目し地下水涵養も盛り込まれたと考えら

れる。また、主体間連携に関しては流域治水としてあら

ゆる主体が連携することを前提とし、特に雨庭整備に関

しては産学官連携の「流域治水を核とした復興を起点と

する持続社会」地域共創拠点という研究の枠組みが主と

なり進めていると纏められる。

　なお、「緑の流域治水」の表明に至るまでには批判的な

意見も見られており、11 月 12 日の「意見を聴く会（県議

会各会派）」では、県議から「球磨川治水協議会で違う考

え方を持った専門家の方々も参加して、協議会を開催す

べきだ」との指摘があるほか、同会では説明の徹底が求

められるなど、迅速な対応であったが故の合意形成課題

も散見される（熊本県， 2020b）。また、今井（2021）は「意

図 2：「緑の流域治水」の議論の流れ

出典：調査結果。
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図 3：「緑の流域治水」の主な取り組み

出典：「緑の流域治水」パンフレット（熊本県， 2023b）より筆者
作成。
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見を聴く会」の参加者 324 人のうち 247 名が市町村を通

じ参加の声掛けがなされた人であることから、会で表明

された意見と参加していない住民の意見とが乖離してい

る可能性は否定できないと評価している。

3.  熊本県における雨庭整備の実態

3.1  雨庭の導入時の主体間連携と立地分析

　以降は「導入」「整備」「維持管理」における主体間の

連携を軸に熊本県における雨庭整備をまとめる。

　まず導入に関しては、熊本県では、2 章で論じたように、

令和 2 年の球磨川氾濫を発端とする「緑の流域治水」と、

COI-NEXT という大型研究の枠組みが原動力となり、熊

本県立大学、熊本県、（株）肥後銀行を中心として雨庭整

備が進められている。COI-NEXT とは JST が主催する共

創の場形成支援プログラムであり、「流域治水を核とした

復興を起点とする持続社会」地域共創拠点は、令和 3 年

に採択された。これは、日本の流域治水対策を持続的に

推進するための最先端の拠点を形成することを目的とし

た、雨庭の効果測定や普及も行う研究拠点である。プロ

ジェクトリーダーである島谷氏によると、雨水を処理す

るグリーンインフラの主たるものが雨庭であること、雨

庭が言葉として柔らかく、異なる立場の人でも参画しや

すいこと、小さな改変であり、整備や参画が容易である

ことが、グリーンインフラの中で雨庭を「緑の流域治水」

に導入した理由である。

　（株）肥後銀行に代表される地元企業の参画動機では菊

陽町への大規模半導体工場の進出による地下水涵養の必

要性の高まりが共通事項として挙げられる。幹事機関と

して参画する（株）肥後銀行は九州フィナンシャルグルー

プの一員であり、存在意義として地域価値共創を掲げて

いること、県で最も大きい金融機関で県とも関わりがあ

り、「地元で何かをするのであれば自分たちが率先して

動かなければいけない」という責任感から積極的に参画

している。県は令和 2 年 7 月豪雨からの復興政策の推進

のため、大学は流域治水推進のための研究という目的で

参画している。地域共創拠点の研究に協力する熊本県立

南稜高等学校は雨庭整備以前に県が田んぼダムを作る際

に模型の作成等で参画しており、島谷氏が訪れた際に雨

庭を教えて貰った流れで雨庭整備にも参画した。加えて、

生徒の研究・実践活動や防災教育という観点で意義を感

じている。

　現在整備されている雨庭は県内 8 箇所（表 1、図 4）で

あり、施設の敷地内に整備されていること、熊本県球磨

地域振興局では設計等を委託し比較的高額になっている

が植栽の整備を地元生徒と行うなど低コスト化と地元参

加の工夫を行っていることに特徴がある。

　続いて、熊本県の雨庭の立地的特徴を明らかにするた

めに、雨庭と災害リスクとの関係性について ArcGIS Pro
を用いて立地分析を行った。使用したデータは①排水困

難地域、最大規模降雨時の浸水継続時間、②球磨川の水

害履歴である。水害履歴は国土地理院のデータを使用し

ており、令和 2 年 7 月 4 日の時点の情報である。①は雨

水を貯留・浸透させるという雨庭の流出抑制機能上、排

水の必要性の高い地域に整備することで周辺の冠水の防

止や河川への流入量減少につながると考えられるため、

②は地域の各所で雨庭に表面流水を流し込むことができ

れば地域に流入する量が軽減されると考えられるため、

これらのデータを雨庭の立地と重ね合わせて、整備箇所

を評価した。

　プロットした雨庭位置とそれらのデータを重ね合わせ

ると、①では、球磨地域振興局の雨庭を除いて重なって

いないことが分かった （図 5、6）。②では、いずれの雨庭

も重なっていない （図 6）。ここから、熊本県では産学官

で雨庭整備が積極的に進められているものの、整備は参

画主体が着手可能なところから始めている可能性がある

と推察できる。

3.2  雨庭整備における主体間連携と具体的な進め方

　具体的な雨庭整備は、2030 年までに 2030 箇所の雨庭を

整備する目的で設立された「くまもと雨庭パートナーシッ

表 1：熊本県において整備されている雨庭

年 整備箇所 整備面積 工事費（円） 主体

R3 熊本県立大学 約 35 m2 約 500 千 大学

R4 S 氏自宅 約 2 m2 約 10 千 S 氏

R5 熊本県立南稜高等

学校
約 15 m2 約 200 千 高校

R5 菊陽グラウンド 約 24 m2 約 540 千 銀行

R5 （株）肥後銀行免田

支店
不明 約 300 千 銀行

R5 百花園ゴルフ場 約 7 m2 508 千 銀行

R5 球磨地域振興局 約 33 m2 約 3,000 千 県

R5 熊本県立南稜高等

学校グラウンド
144.7 m2 約 4,600 千 *

注：* 大学、地域共創拠点参画企業。
出典：調査結果。

雨庭位置
熊本県

球磨川

白川

図5箇所

図6箇所

①百花園ゴルフ場

②菊陽グラウンド

③熊本県立大学

④球磨地域振興局

⑤肥後銀行免田支店

⑥熊本県立南稜高等学校

①
②

③

④

⑤
⑥

図 4：熊本県の雨庭整備箇所

出典：ヒアリング調査結果。
注：S 氏自宅は個人情報のため、本稿では場所は明示しない。また、
⑥の南稜高校には表 1 のように 2 か所整備されている。
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プ」が核となり進めている。拠点と同様に熊本県立大学、

熊本県、（株）肥後銀行が共同代表であるほか、産学官連

携しており、（株）肥後銀行免田支店を例にした個別の具

体的な雨庭整備の体制図は、図 7 にまとめられる。実際

の整備や維持管理は、大学が監修に入るものの、各自で

行っており、雨庭整備が開始されて間もない現時点では、

パートナーシップは雨水貯留浸透機能の測定や雨庭普及

に向けた PR を目的として整備している。そのため、実

際に整備する際は屋根などの集水面積や地面の浸透率か

ら雨庭の規模を決定し、整備目標は 50 % の流出カットと

100 mm/h の浸透と定めているほか、球磨地域振興局など

では人目に付く場所に整備している。工期は短く、実際

の整備は半日から一週間程度、計画段階を入れると数ヶ

月となる。

　雨庭整備の特徴では、様々な形態の整備を行っている

ことと、整備主体が日々増加していることが挙げられる。

現在整備済みの雨庭は基本的に窪地型だが（図 8）、（株）

肥後銀行免田支店の雨庭はプランター型である（図 9）。
免田支店のプランター型雨庭は、球磨地域の間伐材を使

用し、支店側から熊本県立南稜高等学校に整備形態の相

図 5：熊本県の雨庭と浸水継続時間、排水困難地域

出典：国土数値情報、ハザードマップポータルサイト。

図 6：熊本県の雨庭と浸水継続時間、排水困難地域、令和

2 年 7 月豪雨における浸水域（2020 年 7 月 4 日時点）

出典：国土数値情報、ハザードマップポータルサイト。

図 7：（株）肥後銀行免田支店の雨庭整備体制図

出典：ヒアリング調査結果。
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図 8：窪地型の雨庭の構造図と実際の雨庭

出典：所谷他（2023）。
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図 9：プランター型の雨庭の構造図と実際の雨庭

出典：肥後銀行（2022）。
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談があり、両者が協議を重ねることで整備に至ったもの

である。整備可能な面積が狭かったことから、アスファ

ルト等の地面でも整備可能な雨庭を開発し、今後の普及

につなげようという議論を経てプランター型での整備を

決定している。

　整備主体の増加傾向は、参画主体の広報活動の成果と

いえる。例えば、（株）肥後銀行が行う取引先企業に対し

ての雨庭の紹介や（株）テレビ熊本による雨庭関連の報

道から情報を得て雨庭整備に興味を持った企業等が雨庭

パートナーシップに相談する流れで整備主体が増えてい

る。令和 5 年 12 月時点では計 14 件（8 社、2 自治体（3 件）、

学校機関 2 校、個人宅 1 件）による整備構想が存在して

いる。雨庭パートナーシップでは「技術ワーキンググルー

プ」を立ち上げており、受けた相談に対し現地に赴いて

調査をしたうえで整備の具体的計画を立てて進めている。

だが、現時点では相談件数に対し対応できる人的資源が

不足しており、どのように相談に対応するかは課題となっ

ている。

　整備費は、先述のように熊本県は雨庭整備に令和 2 年

7 月豪雨からの創造的復興の 238 億円のうち 800 万円の

予算を組み、かつ市町村施設における整備等への補助メ

ニュー化を令和 5 年度から行っている（熊本県， 2023c）。
県によれば、流域での取り組みという点では政策立案時

点で主体に市町村も入っているため進めやすくなってい

る。他方、できる限り予算を抑える工夫が必要という意

見や計画的整備の意義を問う意見、効果測定を求める意

見などが整備決定時の議論の中で見られている。行政以

外の整備費では熊本県立南稜高等学校のものが研究費で

整備されているほか、緑の流域治水スタディツアー（2）と

して実施している雨庭の見学も関係しており、熊本県立

南稜高等学校によれば、経費として配分される資金を雨

庭整備・維持管理費用の一部としている。加えて地域共

創拠点の研究課題のうち産業創成を担う（株）肥後銀行で

は、産業創出の一つとして理解している。

3.3  雨庭の維持管理の主体間連携と地域社会への影響

　熊本県では、前田ら（2023）で示されたボランティア

体制はなく、整備実施主体が維持管理も担っている。例

えば熊本県立大学の雨庭は、同大学の「緑の流域治水研

究室」が気づいた際に雑草を抜くなどを行っている。また、

（株）肥後銀行免田支店のプランター型雨庭では雑草がほ

とんど生えないため維持管理負担はわずかである。しか

し、浸透率を維持するための管理は必要であり、熊本県

での雨庭の維持管理の課題は、手法の確立と体制の構築

が挙げられる。島谷氏によれば、雨庭は植物が生えてこ

そ効果が持続するものであり、土壌を踏み固めないよう

留意しながらも植物を育成する手法を確立する必要があ

り、体制については維持管理に関わるチーム結成の検討

段階中である。

　実際の雨庭整備から時間が短いため、地域からの反応

はまだ得られていないが、実際に高校の敷地に整備を行っ

た熊本県立南稜高等学校の生徒が植栽や防災活動に興味

を持つようになっただけでなく、熊本県立大学職員が雨

庭の説明を行って以降、生徒に雨庭という言葉が普及す

るなど、防災教育などの面で効果はみられている。高校

生は地元議会に雨庭整備の提言を行うなど、積極的に雨

庭整備推進に取り組んでいる。加えて、熊本県立大学に

よれば、高校生が取り組むことがメディアからの注目に

貢献している。

3.4  熊本県における雨庭整備の成果と課題

　以上の熊本県の整備事例を、本研究で注目している導

入目的と主体間連携から整理すると、導入目的では「緑

の流域治水」を基本理念とし、特に（株）肥後銀行をはじ

めとする企業各社は地下水涵養も重要なテーマと認識し

ている。加えて、整備面では、雨庭拡大を見据えて流出

抑制効果の測定や雨庭自体の PR も重要視されている。ま

た、主体間連携では、「流域治水を核とした復興を起点と

する持続社会」地域共創拠点と、くまもと雨庭パートナー

シップとして、熊本県立大学、熊本県、（株）肥後銀行を

中心として産学官連携がみられる。

　次に実際の成果と課題は、導入目的では、治水面では、

水害に対する効果はまだ出ていないにしても、個々の雨

庭の浸透能力は高く降雨を適切に処理できていること、

植栽帯であるため生態系保全等に貢献していることが成

果である。もっとも、地下水涵養の効果表出には時間の

経過を伴うため現時点では明らかではない。課題として

は、整備効果の測定を実施することなどが挙げられる。

主体間連携では、産学官の連携体制が確立されているこ

とが成果といえる。加えて、（株）肥後銀行や（株）テレビ

熊本の取り組みにより整備主体が拡大していることも成

果である。課題としては、維持管理や相談対応の体制構

築が挙げられる。今後さらなる整備が行われる予定はあ

るものの、目標達成には多くの課題を解決する必要があ

る。また、雨庭を多数整備するためはコスト低減も必須

であり、技術面だけではなく参画主体の増加や雨庭の認

知度向上も必要といえる。

4.  研究のまとめ・考察・今後の研究課題

4.1  各章のまとめ

　第 2 章では、熊本県の「緑の流域治水」を巡る議論を

整理し、経緯や雨庭整備との関係を明らかにした。「緑の

流域治水」を推進する中で、雨庭は治水、環境保全、地

下水涵養の導入目的の下で熊本県立大学、熊本県、（株）

肥後銀行を中心とする産学官連携型で整備が進められて

いる。この際に、雨庭導入の段階から産学官が連携し、様々

な主体が得意分野で参画していることが特徴といえる。

　第 3 章では、ArcGIS Pro を用いた立地分析や関係者へ

のヒアリング調査から、熊本県の雨庭整備のプロセスや

成果、課題を明らかにした。産学官連携で雨庭整備を進

めているが、取り組みは開始から日が浅く、相談対応や

維持管理の体制づくりに必要性を感じていることが明ら

かになった。
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4.2  「緑の流域治水」における雨庭整備の意義

　「緑の流域治水」の雨庭整備の意義は、理念に沿った考

え方であること、小規模な改変という特徴により施設敷

地内への整備が行いやすいことなどが挙げられる。第 2
章で確認したように、「緑の流域治水」のキーワードとし

ては流域治水、清流を含む環境の保全、グリーンニュー

ディールが挙げられる。現在は整備萌芽期とみなされる

が、整備が拡大することにより流域での雨水流出抑制に

つながり、かつ多様な主体の参画という面でも「緑の流

域治水」と合致する。加えて、グリーンインフラの一種

で大規模な工事も土地利用転換も必要としないことから

環境を損なわず、スタディツアーなど産業創成にも貢献

していることから、グリーンニューディールも満たす。

つまり、雨庭は第 3 章で言及した諸課題へ対応が必要で

あるとしても、整備や参画のしやすさに加えて、流域治

水として効果を発揮するためには、新たな発想や目標、

協働の仕組みの構築を促進することにもつながっている。

この意味では、既往研究で指摘されたグリーンインフラ

がもつ革新性や組織改革を「緑の流域治水」では雨庭整

備を通して具現化しているともいえる。

4.3  今後の雨庭整備に向けた留意点と整備体制のあり方

　京都市を扱った前田他（2023）と本稿の熊本県の調査

結果を踏まえると、雨庭の形態には可変性があること、

本研究で注目した熊本県では水害による治水政策や研究

の枠組み、研究機関や地元企業との関係性の深い企業に

よる主体間連携で整備が推進されていることが明らかに

なった。

　まず導入目的に準拠する雨庭の可変性に関しては、雨

庭には「非浸透面への水害対策」「小さな改変、参画しや

すさ」という共通点はあるものの、その形態は必ずしも

共通ではない。京都市と熊本県の雨庭の定義を再度確認

すると、京都市は「地上に降った雨水を下水道に直接放

流することなく一時的に貯留し地中に浸透させる構造を

持つ植栽空間」、熊本県は「雨水を排水路に直接放流する

ことなく、ゆっくりと地中に浸透あるいは流出を遅らせ

る構造を持つよう人為的に改変された空間」であり（京

都市， 2022；所谷他， 2023）、どちらも形態には触れてい

ない。その上で京都市では庭園風の外観、熊本県では主

に地下水涵養を可能とする窪地型での整備が実施されて

いる。ここから、今後他地域で整備を進める場合は導入

目的を明確に設定したうえで、柔軟に形態を検討する必

要があるといえる。

　また、主体間連携では、京都市や熊本県では官民／産

学官が連携の工夫により地域事情に合わせた雨庭の整備・

維持管理を進めている。もっとも、主体間連携の体制は

両者で異なり、京都市は行政主導で導入から維持管理で

主体が分かれているが、熊本県は分かれておらず、県、

県立大学、（株）肥後銀行を核とし各段階で他の参画主体

が得意分野で協働している。また、京都市と熊本県の大

きな違いは雨庭整備の空間スケールであり、京都市は道

路冠水の改善、内水氾濫の軽減といった地区レベルであ

り、熊本県では令和 2 年 7 月豪雨からの復興として流域

で取り組まれている。ここから、対応すべき災害などに

より各主体の参画状況等、主体間連携の規模や在り方が

左右されるといえる。

　以上を踏まえ、国土交通省から公表されているグリー

ンインフラ整備時の官民連携のポイントや、先進的自治

体の京都市と熊本県の雨庭整備の成果・課題をもとにし

て、雨庭整備に求められる対応と体制を表 2、図 10 にま

とめた。

　まず導入段階では、形態や主体間連携の在り方の決定

のための導入目的の明確化が必要となる。関連して、雨

庭整備萌芽期の現時点では、キーパーソンの主導が不可

欠である。しかし、熊本県では相談体制の確立が課題と

なっている現状を鑑みると、キーパーソンによる主導は

初期段階に限られるべきである。また、整備拡大には、

企業と関係を密にする主体が参画し、広報活動が行われ

ることが望ましい。行政の参画には県や市の上位計画に

雨庭整備が位置付けられることや、具体的な整備効果が

クリアになっている必要もある。実際の整備では、量的

増加を見据えると個々の雨庭整備に係る費用は抑えられ

る必要があり、整備時に活用できる補助金制度の創設や

住民参加による低コスト化も求められる。維持管理に関

しては、京都市のようにアダプト・プログラムを活用す

ることが現実的手法といえる。

表 2：雨庭整備の課題と求められる対応

項目 必要事項・課題 対応例（京都市、熊本県）

地域のビジョンの明確化
導入目的の明確化 景観、地下水涵養

方向性の明示（上位計画含む） 緑の流域治水

創意工夫を活かす連携／

推進体制

キーパーソン中心の整備体制

の確立
大学教授など

効果の可視化 効果測定 COI-NEXT による研究

柔軟な資金調達・官民連

携による事業促進

補助メニューの活用 グリーンボンド、補助金

低コスト化 住民参加

多様な主体の参画
（一社）京都造園建設業協会、

（株）肥後銀行

持続的な維持管理 維持管理体制の確立 街路樹サポーター

出典：国土交通省（2023a）、前田ら（2023）及び調査結果。
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　今回調査を行った産学官連携での雨庭整備のほか、個

人宅における雨庭整備という手法もある。実際に、戸建

て住宅の庭による街区の雨水流出抑制の可能性について

調査した横田（2022）は、戸建て住宅の庭という、雨が降っ

た場所（オンサイト）でのさらなる浸透環境の拡大と貯

留環境整備との複合が必要であり、個人住宅の庭のポテ

ンシャルを活かす必要があると述べている。また、浸透・

保水しやすい表層環境と、浸透・貯留性能の高い土壌層

を形成し、垂直に連結させることが庭の地点レベルでは

有効であり、街区の敷地構成に応じた立体的な遮断・集

水と地表・地中での浸透・貯留の効果バランスの検証が

期待されるとまとめている。しかし現時点では、熊本県

での S 氏宅や福岡県での個人宅への整備事例もあるが、

雨庭は、調査の限り官民／産学官連携の主体による施設

敷地や道路空間への整備が主となっており、個人宅への

整備は途上にある。その理由として、企業の社会貢献と

いった面が特に調査対象地の熊本県では強く働いている

こと、個人宅の庭には十分な空間がないこと、まだガイ

ドラインのようなものも策定されていないことが考えら

れる。加えて、今後計画的に雨庭を整備し流域治水とし

て雨水流出抑制に取り組むことを考えると、個人宅への

整備は件数増大には効果的であるものの、個人の意向も

関係するため、計画通りに整備する点で難航する可能性

があるといえる。 

4.4  今後の研究課題

　今後の研究課題では、他の主体や導入目的に注目した

調査を行うことが挙げられる。本研究では「緑の流域治水」

として流域スケールで雨庭整備に取り組む、先進的な熊

本県の事例のみを調査しているため、多様な状況への対

応という面での雨庭整備は調査ができていない。そのた

め、導入目的・主体別の雨庭整備の全国調査を行い、パター

ン別に取り組みの流れや課題を明らかにし、今後の雨庭

整備に必要な対応を詳細かつモデル的に示すことが求め

られる。
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注
（1） 雨庭と同等と思われる札幌市の雨水浸透型緑化が 5 件

（札幌市， 2022）、仙台市の青葉山公園の雨庭整備（仙

台市， 2021）、イオンモール 6 店舗の雨の庭の整備（日

本ゼリスケープデザイン研究協会， 2024）、東京都世田

谷区や杉並区の計 5 件の雨庭整備（世田谷トラストま

ちづくり（n.d.）；世田谷区， 2022；トチサガジャーナル， 
2022；町田市， 2023；国土交通省， 2023b）、神奈川県

での計 31 件（国土交通省（n.d.）；横浜市， 2018; 2019; 
2020）、京都市の計 14 件（市主導では 11 箇所）（前田

他， 2023） 、兵庫県神戸市と三田市における 2 件、香川

大学の実証実験用雨庭 1 件（香川大学， 2022）、福岡県

の 2 件（あまみず社会研究会， n.d.）、そして熊本県の 8
件の整備が確認できている。

（2）緑の流域治水スタディツアーとは、災害をきっかけに

流域治水の取り組みを始めた地域社会と地域の自然環

境のインタラクティブな関係を学ぶツアーであり、①

緑の流域治水の思想と手法の普及、②地域の科学リテ

ラシーの向上、③経済効果の期待、④地域連携の促進

を目的としている（政金他， 2023）。2023 年 7 月 10 日

に第 1 回が開催されており、令和 5 年 12 月までに JTB
と共催で 13 回行われている。

図 10：今後の雨庭整備に求められる体制

出典：前田ら（2023）及び調査結果。
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Abstract
The Great East Japan Earthquake and recent major floods have 
revealed the limitations of gray infrastructure and point-based 
thinking in disaster prevention. In response to this situation, 
green infrastructure is being promoted at the national level, in-
cluding its use in watershed flood control. However, the number 
of developments is not large at this time, possibly due to the fact 
that it is not clear how to develop a wide variety of green infra-
structure. Therefore, this study investigated the maintenance of 
rain gardens in Kumamoto Prefecture, with the aim of clarify-
ing the characteristics of rain gardens and how they should be 
maintained with a view to expanding their maintenance in the 
future. As a result, it became clear that rain gardens are in line 
with the concept of “green watershed flood control” triggered 
by the torrential rains in July 2020, and that they are currently 
being developed in cooperation with industry, academia, and 
government. In addition, it became clear that rain gardens have 
variable characteristics, that their form is determined by policy 
issues other than flood control, and that even in public-private 
partnerships, there are differences in the stage of participation 
of the entities in each case. Focusing on the process from intro-
duction to maintenance and management, it is necessary to first 
clarify policy issues and position rain gardens as a solution to 
these issues in higher-level plans, to have key persons take the 
lead, and to have the participation of entities that have a close 
relationship with the companies. Next, at the maintenance stage, 
it is necessary to lower costs through the participation of local 
residents and establish a subsidy system, while for maintenance 
and management, existing systems should be utilized is needed. 
Since these are highly versatile initiatives that could be imple-
mented in any municipality, it is believed that the analysis in 
this study has provided an understanding of some of the effec-
tive methods for rain garden maintenance.
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